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概 要 
 日本大学では、２００１年５月、1.5μm 自由電子レーザ
ー発振に成功した。自由電子レーザーは超伝導加速器、

高周波電子銃、サブハーモニック・バンチャーなどを用
いない普通の電子線形加速器で短波長自由電子レーザ

ーが発振することを世界で初めて実証した。その後、レ
ーザー強度は光空洞共振器に蓄積される自発光の約１
億倍になったが飽和状態に達していない。一方、1.5μm

自由電子レーザー発振に伴って可視光の強度が強烈に
なる現象も観測されている。 

 
1．はじめに 
 日本大学電子線利用研究施設 1)では、１９９４年度に電

子線形加速器と自由電子レーザー発生装置の建設 2,3)に
着手、１９９８年３月に完成した。 １９９８年１月には、

90MeV、20mAの電子ビーム加速 4,5,6)に成功、同年２月自
発放射光を観測、１０月には、電子ビーム強度が 40ｍＡ
に達した。 しかし、自由電子レーザーを発振させるには

問題点が山積みであり、日本大学の自由電子レーザー
は専門家の間では発振しないと云う見解が圧倒的に強

かった。例えば、クライストロンの高周波電力のパルス持
続時間は出力窓が破損するために 10μs が限界であっ
た。又、９０度に偏向される電子ビームは高周波増幅器

のパルス内高周波位相がシフトするために、パルス持続
時間は更に制限を受けた。これらは、アンジュレーター

永久磁石に放射線損傷 7）を与えた。問題点は着実に１つ
１つ解決されていった。 
そして、新たなアンジュレーターは２０００年３月に納入

された。一方、２０００年２月に短パルスクライストロンは20
μＳ長パルス化に成功した。６月に自発放射光の高調波

スペクトル 8）を測定後、7月から12月まで5ｹ月間、実験
棟増築のため加速器運転を中断したが、２００１年１月に
再開し、3月に自発放射光蓄積を確認、5月に83.6MeV、

100mAの電子ビームによる1.5μmの自由電子レーザー
発振 9,10）に成功した。その後、83.6MeV、40ｍＡの電子ビ

ームを条件でレーザー強度は蓄積光の約6×107に到達
した。しかし、飽和に達しない理由を究明している。又、１.
５μm 自由電子レーザー発振が著しくなると３倍高調波

波長である０.５μm 近傍の可視光も同時に閃光するが、
この理由について探究 11）している。 

 
２. 年度別の運転実績 
  １９９６年度から加速器の運転を開始し、２０００年度に

は学術フロンティア推進事業による実験棟増築のために
７月から１２月の５ケ月間加速器運転を停止した。しかし、

ビーム加速日数はこれまで最大となった。年度別の運転
状況を表１に示す。 

表１ 年度別の運転実績 

クライストロン ビーム加速  
年 度 日数 時間 日数 時間数 

１９９６ 

１９９７ 
１９９８ 

１９９９ 
２０００ 
２００１ 

２００２ 
２００３ 

２００４ 

８ 

６１ 
１５９ 

１２７ 
１３６ 
１２３ 

１５３ 
２００ 

２００ 

７１ 

５５９ 
１６１７ 

１２４５ 
１５５１ 
１３４６ 

２０００ 
２８２０ 

２８２０ 

０ 

１３ 
４０ 

３９ 
４４ 
８５ 

１１２ 
１８０ 

１８０ 

 

 
 

 
２９４ 
５２９ 

１２００ 
１９２０ 

１９２０ 

 



 

 

２００２～２００４年度は予測運転である。２００２年度に
利用実験時間を１２００時間に増加させるには、現状のス
タッフでは不可能であり、スタッフの増員を要求している。

又、２００２年度における共同利用実験時間数を１２００時
間確保するには、加速器が安定になる迄の馴らし運転を

含めて１３時間／日（８時半～２１時半）の運転が１２０日
／年を必要とする。 
 

３．現状 
可視光領域の自由電子レーザーは光利得が小さく、レ

ーザー発振には電子ビームを２０μＳ以上持続させる必
要があり、短パルス・クライストロン（２.５μＳ）の長パルス
化はこのプロジェクトの必要条件であった。 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
図１ａ 電流モニターの電子ビーム波形、上からバンチャ
ーの出口、第１加速管入口、第２加速管出口、線形加速

器出口、縦軸：１００ｍＡ／ｄｉｖ、横軸：５μＳ／ｄｉｖ 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
図１b 電流モニターの電子ビーム波形、上からバンチャ

ーの出口、第１加速管入口、第２加速管出口、線形加速
器出口、縦軸：１００ｍＡ／ｄｉｖ、横軸：５μＳ／ｄｉｖ 

 
１９９８年１２月までは、図１a に示すように、電子ビーム
のパルスの持続時間を約１０μＳ以上に延長することは 

 
図２ａ 位相補償方法を採用しない以前の自由電子レー
ザーのビーム輸送路を通過するビーム電流波形。 
 

 
図２ｂ 位相補償方法を採用した以後の自由電子レーザ
ーのビーム輸送路を通過するビーム電流波形。 

 
不可能であった。しかし、クライストロンの出力窓周辺
の排気容量を強化することにより、２０００年３月には、図１

ｂに示すように、２０μＳを越えるパルス持続時間を維持
できるようになった。 

 

図３ ストリークカメラで測定した電子ビームの集群状態。 

３５０ｐＳ



 

 

 

図４ａ レーザー強度が蓄積光の約９倍の状態における
電子ビーム波形（赤）と赤外線強度（青）、横軸：５μs/ｄｉｖ 

 
一方、この電子ビームを９０度偏向すると、図２ａに示す
ように、電子ビームのエネルギーが時間と共に変動しビ

ーム輸送路の運動量分散幅を制限すると電子ビームは
通り抜けることが出来ずに、ビームの持続時間は９μＳに

減少した。これはクライストロンの前置増幅器が高周波パ
ルス出力を持続する間に位相がずれることに起因してい
た。特に、前置増幅器（２台）の位相ズレに個性があり、こ

の位相差がエネルギー変動になった。この対策として、
位相差の時間変化を予測して、関数発生器を使って前

置増幅器の入力位相を予め逆にずらす位相補償方法を
採用した結果、図２ｂに示すように、ビーム電流が１８μＳ
通過するようになった。更に、電子銃を改良し低エミッタ

ンス化を進めた結果、電子ビームの性能が大幅に向上し
た。又、古いストリークカメラを改造し、アンジュレーター

を通過する電子ビームの自発放射光を使って、ビームの 

 

図４ｂ レーザー強度が蓄積光の約１億倍に達した状態

における電子ビーム波形（黒）と赤外線強度（青）、横軸：
１０μs/ｄｉｖ 
 
集群状態も測定できるようになり、その結果を図３に示す。
このように加速器の高度化が進められ、自由電子レーザ

ー発振の条件が整った。しかしながら、なかなかレーザ
ー発振の兆候が見られなかった。 
そこで、自由電子レーザー発生装置に問題点があると

考えて総点検を行い、予想もしなかったアンジュレータ
ーのギャップの不平行が見つかった。それを是正した結

果、次の日に、自由電子レーザー発振が実現した。しか
しながら、自由電子レーザーは、非常に不安定でありパ
ルス毎に発振状態が異なった。図４ａには自由電子レー

ザーの発振が不安定な状態における電子ビーム波形と
赤外線レーザー強度、図４ｂには最も激しく発振した状態

における電子ビーム波形と赤外線レーザー強度の関係
を示す。

 

図５ 位相補償がないとき（ａ）、位相補償があるとき（ｂ）、における電子ビームのパルス持続時間内エネルギー変動状
態例。 



 

 

 
図４ａは途中で電子ビームの状態が変わり、自由電子レ
ーザーが発振を持続出来なかったこと示す例である。 

これは位相補償しても、電子ビームがパルス持続時間
内でエネルギー変動したことを示す例である。 

図５（ａ）（ｂ）には、位相補償がないときと位相補償があ
るときにおける電子ビームのパルス持続時間内エネルギ
ー変動状態の例 12）を示す。 

図５（ｂ）から明らかなように、位相補償をしても、パルス
の先頭から１０μＳまでは電子ビーム電流の尖頭エネル

ギーが約１ＭｅＶ変動している。この間、電子ビームの自
発放射光の波長が異なり、光利得が小さいものと思われ
る。従って、レーザー発振が飽和に達するための電子ビ

ームのエネルギー条件が満たされていないことを示して
いる。 

その原因は、パルス内の高周波位相シフト、パルス毎
のクライストロン出力変動、制御信号のノイズ捕捉等、加
速器自身に起因することは明白である。これ以外に、外

的要素である商用入力電力の夜間騒擾(２１時～９時)、空
調による鋸歯状的室温変動（±１度）の影響等の対応策

に苦慮している。更に、現在は利用実験開始に向けて懸
命の努力を払っている。 

図６ 自由電子レーザー発振時における赤外線と可

視光の強度の比較。 
 

可視光の閃光は、図６をそのまま解釈すると、３次高調
波の自発放射光強度に比較すると約１０３～１０４倍以上強
度が大きく、３次高調波自発光の１過程増幅では説明が

付かない。その上、パルス電子ビームが通過後の可視光
の光強度曲線は、恰も光空洞共振器に可視光が蓄積さ

れているかのような現象を示している。又、パルス電子ビ
ームの初頭部では電子ビームがアンジュレーターを通過
する時点から３次高調波自発光は観測されるが蓄積され

て行くようには思えない。従って、自由電子レーザーが

発振し光強度が大きくなると、恰も光空洞共振器の反射
鏡は突然、可視光の反射率が高くなるように見える不思

議な現象とも思える。しかし、可視光検出器の特性が明
確でないので、更に色々な面から検討中である。しかし、

このスペクトルは自発光より明らかに狭まかった。 
 
４． ２００２年度の作業予定 

２００２年度からビーム利用実験を開始するには、放射線
施設検査に合格、赤外線領域（０.８～５μｍ）の自由電子

レーザー発振、パラメトリックＸ線の実用化テストに成功し
なければならない。又、共同利用実験を実施するには、
電子線形加速器の更なる高度化を進め、自由電子レー

ザー発振を安定しなければならない。今年度には、下記
の７項目を重点に作業を実施する。 

１） 制御システムの整備、 
２） ３０ＭＷ大電力クライストロンのテスト、 
３） 高周波電源変動の抑制、 

４） 高周波位相の安定化、 
５） 自由電子レーザー可変波長テスト 

６） レーザービーム輸送テスト実験 
７） ＰＸＲの実用化実験 

 
５. 利用実験の現状 
学術フロンティア推進事業における利用研究の高度化

は、プロジェクト研究を物質科学系と生命科学系と２系統
に分け、理工、文理、工、医、歯、松戸歯、生物資源科学
が互いに連結しながら進められている。 

自由電子レーザー利用実験には実験室が９室用意さ
れている。 一方、自由電子レーザーの光空洞共振器か

ら各レーザー実験室までは、トロイダル鏡と放物面鏡を
組みせた光学装置を開発し、レーザーを平行ビームにし
て輸送されるが、この光学系は２００２年３月に完成した。

これは自由電子レーザーが安定に稼働した時点で加速
器室に設置される。 

各実験室には、図７に示すようなレーザー導入装置が
設置され、３種類（０％、１％、１００％）のレーザー強度を
選択できる。出力窓にはサファイアを用意し、５μｍから

０．３５μｍまでほぼ平坦な波長特性を保つようにしてあ
る。 自由電子レーザーは、当面の間、赤外線用のアン

ジュレーターを用い、可変波長範囲を５μｍから０.８μｍ
とするが、次の段階で１μｍから０.３５μｍに拡げる。 
又、Ｘ線利用実験は、写真１に示すように、パラメトリッ

クＸ線用測定装置（タンパク質Ｘ線高次構造解析装置、微
小部Ｘ線回折装置）が完成し大実験室に設置されている。

これとは別個に３台のＸ線回折解析装置（粉末結晶Ｘ線
回折装置、タンパク質Ｘ線構造解析装置、微小部Ｘ線回
折装置）が用意され資料解析室に設置されている。 

電子ビーム

可視光ブローアップ

３次の自発放射光

高感度赤外線

可視光ブローアップ

高感度赤外線

ＮＤ４００　フィルターあり

低感度赤外線



 

 

本研究施設では、これらのＸ線実験装置を使って、Ｘ
線回折の予備実験ができるようになっている。最近は、
コールド室で卵白リゾチームや血液中のヘモグロビン

を結晶に成長させることができるようになり、又、卵白リ
ゾチームを使って普通のＸ線によるタンパク質の立体構

造の分子モデル化に成功している。 

 
図７ レーザー導入装置 
 

 
写真１ 実験室に完成したパラメトリックＸ線用測定装置

（タンパク質Ｘ線高次構造解析装置、微小部Ｘ線回折装
置） 
 
研究テーマは、次のような１８項目が取り上げている。 
 物質科学系 

１） 光励起によるダイヤモンド的結合による 

２） 半導体素子材料に対する電離照射効果 
３） 金属磁性物質の高圧下のＸＡＮＥＳの研究 
４） 希土類金属酸化物の分子クラスター 

５） ナノ結晶の光誘起可逆的相転移 
３次元フラーレンポリマーの合成 

６） 炭素フラーレン光誘起化学反応の解明 
７） 新光機能素材の開発 
８） 大気汚染物質の光化学過程の追跡 

生命科学系 
1) 歯の硬組織に及ぼす光の影響 

2) 歯科合金の金属疲労 
3) インプラント界面構造と組織の解明 
4) 金属タンパク質のＮＯ補足能 

5) ヘモグロビンの高次構造解析 
６） ヘモシニアンの高次構造解析 

７） カルシウム結合タンパク質の高次構造解析 
８） 組織再生の光効果 
９） レーザー波長と歯質切削条件 

１０） レーザーの炎症メディエーター産生への影響 
 

図８ 自由電子レーザーとパラメトリックＸ線源の配置 
 

６. 利用研究計画 
現在、タンパク質などの超分子はつくば学園都市にあ

るフォトンファクトリーや西播磨にあるスプリングエィト等
の大型放射光実験施設に設置されている電子貯蔵リング
のシンクロトロン放射光（Ｘ線）を使って、タンパク質の構



 

 

造解析が行われている。しかし、本研究施設では、高分
子の構造解析にパラメトリックＸ線を使うことを試みている。
又、タンパク質Ｘ線構造解析や微小部Ｘ線回折の計測に

は、Ｘ線フィルムやシンチレーションカンターの代わりに、
２次元のＸ線回折像が検出できるエネルギー蓄積型放射

線検出器イメージングプレート（ＩＰ）が使用されている。イ
メージングプレートはＸ線フィルムより約１桁分解能は劣
るが、検出器感度は約２桁高く、ダイナミックレンジは２桁

広く、感度が一様で大面積の２次元検出ができる利点が
ある。更に、検出はフレキシブルで湾曲した状態で露光

でき、１枚の検出器で露光、読み取りが繰り返し使用可能
であり、２次元の大面積を測定する時間を大幅に短縮で
きる。即ち、Ｘ線露光、読み取り、消去を一連の動作で制

御ができ構造解析が可能となる。 
 

 

図９ 利用研究計画の各種装置配置の凡例 

 
一方、本研究施設では、次期計画として、自由電子レ

ーザーとパラメトリックＸ線を使って、超分子の機能と高次
構造を探究する研究計画を進めている。現在は図８に示
すような、ビームラインの配置になっているために、自由

電子レーザーとパラメトリックＸ線は電子ビームをそれぞ
れ独立にしか利用できないために、自由電子レーザーと

パラメトリックＸ線の利用実験は、電子ビームをタイム・シ
ェアして使用する必要があり、電子ビームをチュウニング
する時間だけ電子ビームの利用効率は悪い。そこで、図

９に示すように、自由電子レーザーに使用した電子ビー
ムをビームダンブに捨てないで、パラメトリックＸ線源に輸
送して、再び利用する。即ち、電子ビームは、自由電子

レーザーを発振させた後にパラメトリックＸ線を発生させ
てビームダンブに捨てられる。この場合、自由電子レー

ザーとパラメトリックＸ線の利用実験は平行して行うことが
できる。この利用実験には、更に、超分子、分子、原子な
どを自由電子レーザーで励起しその振る舞いや状態変

化をタイムドメンでパラメトリックＸ線を使って観測すること
ができる利点がある。この場合、Ｘ線測定装置には高感

度Ｘ線ＣＣＤカメラが重要な役割を果たすことは云うまで
もない。 
 

７. おわりに 
 本研究施設では、高周波電子銃やサブハーモニッ

ク・バンチャーを用いない普通の電子リニアックによる短
波長自由電子レーザー発振に成功した世界最初の例と
なった。現在、将来計画として、自由電子レーザーとパラ

メトリックＸ線を併用し、超分子の機能と分析が同時にで
きる世界で最初の研究施設になることをめざしている。 
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